
(単位：円)

金　　額 金　　額

682,742,696 1,849,583,485

137,978,006 364,770,128

399,317,986 960,000,000

28,071,759 12,810,000

76,619,128 15,943,400

11,167,543 57,405,941

22,167,843 85,151,000

7,420,431 295,289,801

17,854,158

40,359,057

2,164,120,798 429,012,055

1,973,126,279 94,546,000

建 物 1,017,170,787 240,504,805

構 築 物 64,065,287 93,961,250

機 械 装 置 625,053,505

車 両 運 搬 具 3 2,278,595,540

工 具 器 具 備 品 265,938,697

建 設 仮 勘 定 898,000 568,267,954

85,230,261 30,000,000

105,764,258 538,267,954

長 期 前 払 費 用 330,776 6,123,040

敷 金 2,557,750 532,144,914

そ の 他 投 資 73,859,000 繰越利益剰 余 金 532,144,914

前 払 年 金 費 用 29,016,732

568,267,954

2,846,863,494 2,846,863,494

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 投 資

未 払 費 用

預 り 金

そ の 他 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 準 備 金

　貸　借　対　照　表　

2024 年 ３ 月 31 日 現 在

受取手形及び売掛金

科　　目 科　　目

 ( 負　　債　　の　　部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

棚 卸 資 産

未 収 金

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 消 費 税

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

資　　産　　合　　計

前 払 費 用

( 資 産 の 部 ）

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他

固 定 資 産

未 払 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

未 収 収 益 前 受 金



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

建物・建物附属設備及び構築物は定額法、それ以外は定率法を採用しています。

（２）無形固定資産

定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

（２）退職給付引当金

４．収益及び費用の計上基準

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

― ― 600

個別注記表

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
なお、算定方法は原則法を採用しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過
する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

当社は、レジャー・スポーツ、飲食業等の沿線観光施設の運営、及び一部の運営業務を受託することにより収益を獲得
しております。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識することとしております。

（代理人取引）
当社において財またはサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提供する前に支配していると
判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識しております。
顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入
先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

株式の種類 当期首株式数

普通株式 600



（その他の注記）

１．企業結合・事業分離に関する注記

（１）重要な組織再編に関する事項

  （ⅰ）会社分割

（Ａ）会社分割の概要

①取引の目的を含む取引の概要

②分割する事業内容

③日程

④会社分割の方式

⑤会社分割に係る割当ての内容

（Ｂ）実施した会計処理の概要

　2023年２月９日開催の株式会社西武ホールディングス（以下、「ＳＨＤ」という。）取締役会において、2023年４月１日
を効力発生日として、当社の親会社である西武鉄道株式会社（以下、「ＳＲＷ」という。）の沿線観光事業施設に関する事
業を会社分割（吸収分割方式による。）により、当社へ承継することを決議し、同４月１日に以下の組織再編を行いまし
た。

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会
計基準に関する運用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理
しております。

 ＳＲＷの沿線観光施設については、ＳＲＷが資産保有、経営管理を行い、当社が運営受託するスキームで運営を
行っておりましたが、本会社分割を機に、資産保有者から当社が賃借し、収支責任をもって運営を行う体制に変更
いたしました。
　経営管理と運営の一体化によりスピード感を高め、お客様にこれまで以上にご満足いただける事業運営を行い、
地域との連携をより一層強化することで、ＳＲＷの沿線価値向上に貢献することを企図しております。

沿線観光施設に係る事業の一部

吸収分割契約の締結　　　　　　　　　　2023年２月９日
吸収分割契約の効力の発生日　　　　　　2023年４月１日

 ＳＲＷを吸収分割会社とし、当社を吸収分割継承会社とする会社分割（吸収分割）であります。
　なお、本会社分割は、当社においては会社法第796条第１項に規定する略式吸収分割に該当し、ＳＲＷでは会社法
第784条第２項に規定する簡易吸収分割に該当するため、両社とも吸収分割契約に関する株主総会の承認を得ること
なく行いました。

 該当する事項はありません。


